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研究ノート
関税同盟理論についての一考察
小田 正雄
1 まえがき
関税同盟が選好されるかどうか，という問題に経済的な解答を与えてきた厚生分析
(Welfare An1;1Iysis)には，最近， H.G. ジョンソン，クーパー＝マッセル， L.H. ヤン
セン，小島教授らによって，いくつかの批判がなされている。周知のように，関税同盟の
結成は，貿易創出効果と貿易転換効果をもつ。したがって，前者によるコストの節約が後
者によるコストの増加を上回れば，そのような関税同盟は，厚生基準にてらして望まれる
ことになる。これがヴァイナー， ミー >1)ト に始まる関税同盟の伝統理論の結論である。
これに対して，まず， H.G. ジョンソンは2)は，このような厚生分析では，関税同盟が
何故選好されるのかを説明できず，これに代えて，工業生産選好説という新しい仮設を導
入し，もっとボジテイプな立場から一分析手法は厚生分析の延長にあるが一の接近を試み
る。
また，クーパー＝マッセルは3)次の点を明らかにした。すなわち，関税同盟の利益の源
泉は，関税引下げ効果にあるが，しかし，それは関税同盟独自の効果ではないこと，また，
関税同盟の差別的関税引下げは，無差別的関税引下げに劣るのであるが，それにもかかわ
らず，何故関税同盟が選好されるのか，従来の理論では解明きでないということである。
さらに， L.H. ヤンセンは4l, EECについて実証分析をおこなった結果，域内特化と
交易条件の優利化による厚生の増加は，殆んど無視できる程度のものにすぎず，静学的な
資源配分効果 (allocaHoneffect)だけでは， 関税同盟結成の理由づけとして，不十分で
あることを明らかにした。
また，小島教授は5)「より優れた生産関数への移行のための分業」をおこなうことが，
関税同盟結成の一つの有力な理由となっていると主張される。
このように，最近の理論的展開は，一方では J.バネック 6)らによって，伝統的な厚生
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効果を一層つきとめるというノーマティブな分析が精緻化されるとともに，他方では，
H. G. ジョンソンらのボジテ•ィブな分析がおし進められている。理論発展のためには両方
とも必要だが7), ここでは後者の線にそって，ジョンソン説を検討し，関税同盟が選好さ
れる理由を，別の銀点から考察してみたいと思う。
なお，関税同盟の結成は，域内関税の撤廃と，対外共通関税の設定という二つの側面を
もつ。その結果，ことに前者の効果によって，一国は再配分8)すべき生産要素の量をそれ
だけ拡大することになるが9), しかし厚生分析の立場に立つ限り，それが最適な資源配分
でない以上，関税同盟が選好される理由とされることはない10)。
1) J. Viner, The . Custom Union Issue, 1950. J. E. Meade, The Theory of 
Customs Union, 1955. 
2) H. G. Johnson, An Economic Theory of Protectionism, Tariff Bargaining, 
and the Formation of Customs Union", Journal_of Political Economy, Vol. 
LXX皿 (Jun,1965). pp. 256-283. このジョンソン論文については，いち早く，小
島教授が紹介されている。小島消「関税同盟理論の展開」『増補EECの経済学』第
5章， 1967.
3) C. A Cooper and B. F. Massell, "A New Look at Custom Union Theory" 
Economic Journal, Vol LXXV (Dec, 1965), pp. 742-747. 
4) L. H. Janssen, Free Trade, Protection and Customs Union, 1961. 
5)小島清，前掲書，第6章
6) J. Vanek, General Equilibrium of International Discrimination, 1965. 
7)厚生分析については別の機会に整理してみたい。
8) S. B. Linder, An Essay on Trade and Transformation, 1961. 小島．山沢訳
「国際貿易の新理論」第2章， 1964.
9)保護と要素移動の問題については R.A. Mundell, "International Trade and 
Factor Mobility", in Readings. 切 InteratinonalTrade, chap 7, 1968. 山本繁綽
「保護貿易理論にかんする若干の党書（皿）」関西大学経済論集17-3, 419~420ペー
ジ，および W.M. Corden, "Protection and Foreign Investment", Econorl'!ic 
Record (May, 1967), pp. 209-232を参照。
10)すなわち，関税同盟が結成されると，同盟内の価格と限界変形率が均等化し，資源
配分は効率化されるが，しかし，その生産費は，同盟外から供給される費用よりもな
お高いかも知れないからである。だが，関税同盟によって市場が拡大し，資本蓄稜や
技術進歩が投資の拡大をもたらすという側面もある。そしてこれが関税同盟を選好さ
す理由となるかも知れない。この点は第3節でふれる。
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2 ジョンソン説
ジョンソン論文Dのねらいはいくつかあるが，そのエッセンスは次の点にある。すなわ
ち，何故保護貿易が存在するのか，何故関税同盟が登場するのかといった，末解決の問題
に，工業選好という仮説を導入して答えようとすることである:o
まず，保護貿易が存在する理由を次のように説明する。すなわち，一国の経済的な満足
は，個人的消費と集団的消費からえられる。後者が工業生産であり，それは個人的消費の
犠牲2)によって拡大されるので，その限界的犠牲と工業生産の限界的価値とが等しくなる
点で，均衡点に達し，その時，一国の経済的厚生は最大になる。そこで一国は，工業品の
輸入国であろうと，あるいは，輸出国であろうと，かかる工業生産拡大という選好をみた
すためには，その均衡点まで，関税および，あるいはまた補助金によって，工業生産を拡
大しなければならなくなる。これが保護貿易の存在する理由である。
ところで，ジョンソン説で重要な点は，集団的消費を個人的消費とは別個に考えている
点である。いうまでもなく，個人的消費を世界価格で安く満足さすためには，自由貿易政
策をとるのが最も良い。したがって，個人的消費のみを問題とした古典的な議論が，保護
貿易の根拠が極めて貧弱であるとするのも当然である。しかし，個人的消費とともに集団
的消費があり，しかも両者の限界効用が一致しないとすれば，関税ないし補助金による個
人的消費の犠牲によって，工業生産を拡大しなければならない。ジョンソンは，このよう
に保護貿易が存在する理由を説明する。
次に，関税同盟が登場する必然性については，結局，関税同盟の差別的関税引下げの方
が，無差別的関税引下げよりも，加盟国の工業生産を拡大するためのコストないし犠牲が
少いからだという。つまり，加盟国は，自国の工業生産を拡大しながら，同時に貿易転換
効果によって，相手国の工業生産を拡大することができるからである。関税同盟のねらい
は，安いコストで，工業生産を拡大することにあり，そのためには，貿易転換的な関税同
盟の方が望まれることになる。
個人的消費だけを問題とすれば，従来の厚生分析のいうように，貿易創出効果が貿易転
換効果を上回るかどうかが問題とされるが，集団的消費のためには，むしろ，貿易転換的な
方がベターだというこのような結論は，工業生産選好を仮定して始めていえることである。
以上のように，ジョンソンは，保護貿易や関税同盟といった現象を説明するために，エ
業生産選好説を導入し，しかも，これを厚生分析に則して解明している。ジョンソンの新
しい貢献，すなわち，工業生産選好説を厚生分析で分析している点，および，それによっ
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て，何故保護貿易が登場し，関税同盟が選好されるのか，その理由をつきとめている点は
高く評価されるべきである。しかし，各国政府のもつ集団的消費の選好を仮定しさえすれ
ば，果してEECのような関税同盟が生まれるだろうか。静学的な厚生分析ではなく，も
っとボジテイプに，次のような接近も考えられる。
第ーに，加盟国は静学的な最適資源配分の実現を犠牲にしても，投資を拡大し，経済成
長を高めること，したがって，むしろ異時的最適資源配分が達せられると考える時に始め
てセカンドベストの関税同盟を選好するだろう。したがって第二に，関税同盟に入れば，
そうしない場合に比べて，どうして投資が拡大できるのかということが問題になる。投資
がふえるためには，何よりも，資本の限界生産物が高まらなければならない。そこで，関
税同盟がいかにしてそれを可能にするかを解明する必要がある。
1) H. G. Johnson前掲論文。
2)保護のコストについては，たとえば W.M. Corden ", The Calculation of the 
Cost of Protection", Economic Record XXXill (Apr. 1957), pp. 29-51. 
3 投資拡大説
投資がふえるためには，何よりも資本の限界生産物が高まらなければならない。ところ
が，それは投資のやり方いかんによって可能となり，その場合には，投資をすれば資本の
限界生産物が向上し，したがって，また投資がふえるという関係が生れる。ここに，関税
同盟を結成して，第3国にではなく，域内に投資をおこない，資本の限界生産物を高め，
そして投資を拡大しようとするねらいが実現できる。では，資本の限界生産物を高めるの
に，何故関税同盟といったものを必要とするのか。この問題に応えるためには，次の二点
を考慮しなければならない。
第ーは，ある一企業の生産量，ないし，資本の限界生産物は，それが用いる資本や労働
の量だけでなく，その経済の技術水準 (Levelof Technology)にも依存するという点で
ある。この場合，技術水準をどうとり入れるかは一つの問題であるが，ここでは，資本労
働比率というタームによって導入する1)。というのは，一般に技術水準の向上は，資本蓄
積によって可能となるからである。
このことから，たとえば，相対的に豊富な資本を持っている先進国の技術水準が低開発
国のそれよりも高く，したがって，先進国における一企業の資本の限界生産物が，低開発
国のそれよりも一般に高く，その結果，資本はそれが豊富な先進国から稀少な低開発国へ
移動するという，通常の資本移動のモデルとは逆に，むしろ，先進国の方がより多くの資
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本をひきつけるということが説明できる 2)。
第二に，一国の技術水準を左右するものは，結局資本蓄積，したがって投資にあるが，
その技術水準は一企業が独自で投資をする場合と，多くの企業と共同で投資をする場合に
分けてみる必要がある。前者の場合，それが支配しうる市場は一般に小さく，それに対応
した，所与の低い技術をとらなければならないが，後者の場合，市場が大きくなると，内
部経済フ゜ラス外部経済効果によって，より優れた別の技術の採用が可能となるだろう 3)。
そこでこの関係をコブ・ダグラス型の生産関数で示し4), その結果えられる附加的な利益
を，関税同盟結成の理由づけにしようとするのが，ここでのねらいである。 そこで
i企業の生産関数は Pi=aK;"'l、;1—“•
したがって，その資本の限界生産物は，
aPi/BKi=aaK;"'ー1L;1-"'
となる。しかし前述したように， 目は Ki,Liだけでなく， その経済の技術水準にも依
存するので， 技術 Tを， Ki,Liではなく， むしろ，その国の資本・労働量の関数とし
て， T=f(K,L)=(K/LY, r>Lとしてとり入れると。
P1=aTK; 吐、;1-"'
となる。 Tは技術水準5)を示すが，それは個々の企業が一致して投資する場合には，した
がって，一国全体としては，より優れた技術水準へのシフトアップが可能だが，個々の企
業が単独で投資する場合は所与である。そこで， n個の企業の中でi企業が全生産最の 1/n
を作り，生産関数が一次同次で，全ての企業で同じだとすると。
. T K "'L 1—の叩 =na(了）(n―) 
でこれは
P=aTK"'L1-"' 
となる。したがって，一国全体としてみた場合，
K' P=a(y) K弘1-"'=aK五 1-戸
その限界生産物は
aP/aK=a(a+r)K四—lLl-a,—r 
となり，これは資本の社会的限界生産物 (MPs)といえる。
これに対して， Tはマクロ的には変化しうるが，個々の企業が単独で投資する場合には
所与となるので，
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K r 
Pi=a(-c)幻 L戸
K r 
詔 /aKたaa(y)K戸L,1-"'=aaK"'ザー1ひ—“―r
となる。これは資本の私的限界生産物 (MPp)である。そこで，この両者を比較すると，
旱＝旦立こ
MPp a 
となり， Tが可変的な場合と，所与の場合とではrだけの違いが生ずる。これは投資を一
致しておこなう場合に，限界生産物の上昇として実現できる附加的な利益である。
わたくしは，ここに関税同盟の登場する理由があると思う。というのは，一国だけでは
えられない附加的な利益が，関税同盟の結成によってえられるからである6)。関税同盟結
成の本質的なねらいは，高い技術水準の採用がもたらす資本の限界生産物の上昇という投
資の附加的な利益を享受しようとする点にある。資本の限界生産物がふえれば，それだけ
投資が拡大できることはいうまでもないわけで，この附加的な利益は，具体的には投資の
拡大となって現われると考えてよい。逆に，もし一国が独自で行動すれば，いわゆる私的
な資本の限界生産物は社会的なそれを下回り，投資はそれだけ制約されざるをえない。こ
のように，関税同盟は投資を拡大し，経済成長を高めようとする国々によって結成され
る。
1)註5)を参照
2) H. W. Arndt, "A Suggestion for Simplifying the Theory of International 
Capita±Movement" Economia Internazionale, Vol VII (Aug, 1954), pp. 469 
-481. 
3)・小島教授の前掲書第6章「合意的分業原理の定式化」と基本的に同じ。
4) M. Frankel, " Home versus Foreign Investment : A Case against Capital 
Export". Kyklos, Vol XVII Fasc 3, 1965. の考えに基く。
5)典型的な企業（したがって一国）は， 要素価格が与えられると，多くの技術のス
ペクトルの中から，利潤が最大になる技術を選ぶ。したがって，
p 
• その技術は次のようなものだと考えられる。生産関数 P=aTK:叱 1-m, これは一ー＝
疇）“となる。また，オイラーの定理から, -f-=r-f +w (ただし， /wは
K 
r—·—+w 
利子率および賃金率で所与）をうる。この二式からTを求めると， T= a(+r 
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となり，結局 Tは， r, w が与えられると利潤を最大にするような (-f)*Iこよっ
，て決められる。 • 
6)関税同盟は現象面から，関税引下げの差別化だと解されているが，しかしそれでは
関税同盟が選好される理由が説明できない。これに応えるためには，たとえば投資の
国際的差別化といった別の基準を導入しなければならない。そして関税同盟理論の動
学化をはかるためには更に加盟国の投資関数を定式化する必要があるだろう。
4 あとがき
以上の議論は，「より優れた生産関数への移行」をねらいとする， いわゆる合意的分業
原理と基本的には同じだといえよう。わたくしも， 関税同盟のねらいが， 「より優れた生
産関数へのシフト」にあると思うが，関税同盟によって，どうしてそれが可能になるか，
という点については，一国は関税同盟に入ることによって，そうしない場合よりも，資本
の限界生産物を高めることができ，したがって，それだけ投資が拡大できるという附加的
な利益があるからだと考える。ただ関税同盟の結成が投資拡大のインセンテイプをいかに
高めているかを知るには，たとえばEECについての実証分析を必要とする。しかし，
1960年以降のアメリカ国際収支赤字の最大の原因が， EECへの長期資本の流出であるこ
とは，われわれの仮設をバックアップしてくれる一つの要因であると思われる。
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